
 職員の退職手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成29年７月18日 

                                            岩手県知事 達 増 拓 也  

岩手県規則第54号 

   職員の退職手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の退職手当の支給等に関する規則（昭和50年岩手県規則第70号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（技能習得手当に相当する退職手当等の支給手続） （技能習得手当に相当する退職手当等の支給手続） 

第15条 ［略］ 第15条 ［略］ 

 （条例第10条第10項第２号に規定する規則で定める者） 

第15条の２ 条例第10条第10項第２号アに規定する規則で定め

る者は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める者

とする。 

(１) 雇用保険法第24条の２第１項第１号に掲げる者に相当

する者 退職職員（退職した条例第１条の２に規定する職

員をいう。以下この項において同じ。）であって、同号に

掲げる者に該当するもの 

(２) 雇用保険法第24条の２第１項第２号に掲げる者に相当

する者 退職職員であって、その者を同法第４条第１項に

規定する被保険者と、その者が退職の際勤務していた県の

事務を同法第５条第１項に規定する適用事業とみなしたな

らば同号に掲げる者に該当するもの 

 (３) 雇用保険法第24条の２第１項第３号に掲げる者に相当

する者 退職職員であって、その者を同法第４条第１項に

規定する被保険者と、その者が退職の際勤務していた県の

事務を同法第５条第１項に規定する適用事業とみなしたな

らば同号に掲げる者に該当するもの 

２ 条例第10条第10項第２号イに規定する規則で定める者は、

前項第２号に定める者とする。 

様式第５号（第６条関係） 様式第５号（第６条関係） 

 ［略］  ［略］ 

  ［略］    ［略］  

  ［略］  ［略］      ［略］  ［略］    

技能

習得

手当 

受講手当  ［略］  
技能

習得

手当 

受講手当  ［略］  

特定職種

受講手当 
月額  円  月  日 

支給

開始 
   

通所手当  ［略］  通所手当  ［略］  

   ［略］     ［略］  

  ［略］    ［略］  

 ［略］  ［略］ 



様式第６号（第６条関係） 様式第６号（第６条関係） 

 ［略］  ［略］ 

   ［略］      ［略］   

  ［略］ 
技能

習得

手当 

受講手当  ［略］     ［略］ 
技能

習得

手当 

受講手当  ［略］   

特定職種

受講手当 
月額  円  月  日 

支給

開始 

通所手当  ［略］  通所手当  ［略］  

  ［略］    ［略］  

 ［略］  ［略］ 

様式第13号（第15条関係） 様式第13号（第15条関係） 

 ［略］  ［略］ 

   ［略］      ［略］  

  ［略］ 通所

日数 

 特定職種

受講日数 

 寄宿

日数 

    ［略］ 通所

日数 

 寄宿

日数 

  

  ［略］    ［略］  

 ［略］  ［略］ 

様式第15号（第17条関係） 様式第15号（第17条関係） 

 ［略］  ［略］ 

  ［略］    ［略］   

 ６ 申請に係る就業について、離職理由に

よる給付制限期間中の最初の１箇月であ

る場合に、安定所又は職業紹介事業者の

紹介を受けたか否か 

 ［略］   ６ 申請に係る就業について、離職理由に

よる給付制限期間中の最初の１箇月であ

る場合に、安定所、地方公共団体又は職

業紹介事業者の紹介を受けたか否か 

 ［略］  

    ［略］      ［略］  

  ［略］    ［略］  

 ［略］  ［略］ 

 １ この申請書は、原則として、失業の証明を受けようと

する期間（前回の失業の証明日から今回の失業の証明日

の前日までの期間をいう。証明を受けた期間＝支給対象

期間（就業手当等））中に職業に就いた（就業した）場

合（注）、その失業の証明を受ける日（証明日＝確認日

（就業手当等））に管轄公共職業安定所の長による失業

の証明を受けた後、受給資格者証を添えて、退職当時の

任命権者に提出すること。 

 

  (注) 就業手当の支給対象となる「職業に就いた（就業

した）場合」とは、就職又は就労（※１）に該当し、

かつ、安定した職業に就いたこと（※２）以外の就業

をした場合をいう。 

 ［略］ 

 １ この申請書は、原則として、失業の証明を受けようと

する期間（前回の失業の証明日から今回の失業の証明日

の前日までの期間をいう。証明を受けた期間＝支給対象

期間（就業手当に相当する退職手当等））中に職業に就

いた（就業した）場合（注）、その失業の証明を受ける

日（証明日＝確認日（就業手当に相当する退職手当等）

）に管轄公共職業安定所の長による失業の証明を受けた

後、受給資格者証を添えて、退職当時の任命権者に提出

すること。 

  (注) 就業手当に相当する退職手当の支給対象となる「

職業に就いた（就業した）場合」とは、就職又は就労

（※１）に該当し、かつ、安定した職業に就いたこと

（※２）以外の就業をした場合をいう。 

 ［略］ 



 ２～７ ［略］  ２～７ ［略］ 

 ８ ６欄は、離職理由による給付制限を受けている場合に

は、その期間中の最初の１箇月間について該当するもの

を○で囲むこと。この場合において、申請に係る就業に

ついて、職業紹介事業者（厚生労働大臣の許可を受け、

又は厚生労働大臣に届出をして職業紹介事業を行う者を

いう。以下同じ。）から紹介を受けて就業したものであ

るときは、当該職業紹介事業者の名称及び電話番号を記

載すること。 

８ ６欄は、離職理由による給付制限を受けている場合に

は、その期間中の最初の１箇月間について該当するもの

を○で囲むこと。この場合において、申請に係る就業に

ついて、職業紹介事業者（厚生労働大臣の許可を受け、

又は厚生労働大臣に届出をして職業紹介事業を行う者を

いう。以下同じ。）から紹介を受けて就業したものであ

るときは、当該職業紹介事業者の名称及び電話番号を記

載すること。 

なお、「地方公共団体」とは、職業安定法の規定に基づ

き職業紹介事業を行う地方公共団体をいう。 

 ９ ［略］ ９ ［略］ 

様式第17号（第19条関係） 様式第17号（第19条関係） 

 ［略］  ［略］ 

  ［略］   ［略］  

  ［略］ 

⑨ 
乗車の（船）

場所 
 ⑩ 

下車の（船）

場所 

    ［略］ 

⑨ 

乗車（船）の

場所 

（出発空港） 

 

⑩ 

下車（船）の

場所 

（到着空港） 

  

  ［略］ ※船賃 ※車賃  ［略］    ［略］ ※船賃 ※航空賃 ※車賃  ［略］  

   ［略］  ［略］      ［略］ 距離 運賃  ［略］   

         km 円    

              

              

              

              

              

              

              

  ［略］    ［略］  

 ［略］  ［略］ 

様式第18号（第20条関係） 様式第18号（第20条関係） 

 ［略］  ［略］ 

  ［略］   ［略］  

  ［略］ ※船賃 ※車賃  ［略］    ［略］ ※船賃 ※航空賃 ※車賃  ［略］  

   ［略］  ［略］      ［略］ 距離 運賃  ［略］   

         km 円    

              

              

              

              



              

  ［略］    ［略］  

 ［略］  ［略］ 

様式第18号の２（第20条関係） 様式第18号の２（第20条関係） 

 ［略］  ［略］ 

 １ この申請書は、教育訓練を行う者（以下「教育訓練実

施者」という。）の発行する短期訓練受講費の支給に係

る教育訓練を修了したことを証明することができる書類

（以下「教育訓練修了証明書」という。）に記載された

受講修了日の翌日から起算して１箇月以内に、受給資格

者証等及び２の確認書類を添付して、退職当時の任命権

者に提出すること。 

 

２・３ ［略］ 

 １ この申請書は、教育訓練を行う者（以下「教育訓練実

施者」という。）の発行する求職活動支援費（短期訓練

受講費）に相当する退職手当の支給に係る教育訓練を修

了したことを証明することができる書類（以下「教育訓

練修了証明書」という。）に記載された受講修了日の翌

日から起算して１箇月以内に、受給資格者証等及び２の

確認書類を添付して、退職当時の任命権者に提出するこ

と。 

２・３ ［略］ 

様式第18号の３（第20条関係） 様式第18号の３（第20条関係） 

 ［略］  ［略］ 

 １ この申請書は、失業の証明（第13条第３項に規定する

失業の証明をいう。以下同じ。）を受けようとする期間

（前回の失業の証明の日から今回の失業の証明の日の前

日までの期間をいう。失業の証明を受けた期間＝支給対

象期間（求職活動関係役務利用費））に、求人者との面

接等をするため、又は求職活動関係役務利用費対象訓練

を受講するために保育等サービスを利用した場合、その

失業の証明を受ける日（証明日＝確認日（求職活動関係

役務利用費））に管轄公共職業安定所の長による失業の

証明を受けた後、受給資格者証及び２の確認書類を添え

て、退職当時の任命権者に提出すること。ただし、高年

齢受給資格者又は特例受給資格者にあっては、退職の日

の翌日から起算して１年（特例受給資格者にあっては、

６箇月）を経過する日までの期間に、求人者との面接等

をするため、又は求職活動関係役務利用費対象訓練を受

講するために保育等サービスを利用した場合、高年齢受

給資格者証又は特例受給資格者証、２の関係書類その他

任命権者が必要と認める書類を添えて、当該求職活動関

係役務利用費に相当する退職手当の支給に係る保育等サ

ービスを利用した日の翌日から起算して４箇月以内に提

出すること。 

 １ この申請書は、失業の証明（第13条第３項に規定する

失業の証明をいう。以下同じ。）を受けようとする期間

（前回の失業の証明の日から今回の失業の証明の日の前

日までの期間をいう。失業の証明を受けた期間＝支給対

象期間（求職活動支援費（求職活動関係役務利用費）に

相当する退職手当））に、求人者との面接等をするため

、又は求職活動関係役務利用費対象訓練を受講するため

に保育等サービスを利用した場合、その失業の証明を受

ける日（証明日＝確認日（求職活動支援費（求職活動関

係役務利用費）に相当する退職手当））に管轄公共職業

安定所の長による失業の証明を受けた後、受給資格者証

及び２の確認書類を添えて、退職当時の任命権者に提出

すること。ただし、高年齢受給資格者又は特例受給資格

者にあっては、退職の日の翌日から起算して１年（特例

受給資格者にあっては、６箇月）を経過する日までの期

間に、求人者との面接等をするため、又は求職活動関係

役務利用費対象訓練を受講するために保育等サービスを

利用した場合、高年齢受給資格者証又は特例受給資格者

証、２の関係書類その他任命権者が必要と認める書類を

添えて、当該求職活動支援費（求職活動関係役務利用費

）に相当する退職手当の支給に係る保育等サービスを利

用した日の翌日から起算して４箇月以内に提出すること

。 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 



備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則による改正後の職員の退職手当の支給等に関する規則に定める様式は、この規則の施行の日以後に交付し、備え、又

は提出する証書、台帳又は申請書について適用し、同日前に交付し、備え、又は提出した証書、台帳又は申請書については、な

お従前の例による。 

３ この規則による改正前の職員の退職手当の支給等に関する規則に規定する様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使

用することができる。 
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